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有明海佐賀県沿岸域の底質環境

*；現佐賀県玄海水産振興センター

　佐賀県有明水産振興センターでは 1980 年度以降有
明海佐賀県沿岸域の底質環境モニタリング調査を行い
底質に関するデータの蓄積を行ってきた。本調査で得ら
れた知見についてはいくつか報告されている 。今回
は 2017 年度までに蓄積された 38 ヶ年間分の当該データ
を取りまとめて底質の経年変化について検証したので
以下に報告する。

　図１に調査地点を，表１に調査日及び調査頻度等の一
覧を示した。
　調査地点は，1980 年度から 1984 年度までは St.1，
St.4，St.8 を除く７地点，1986 年度以降は 10 地点とした。
　調査日は，1980 年度から 1992 年度までは春季（５月）
夏季（主に８月），秋季（主に１１月），冬季（２月）の
年４回，1993 年度から 2007 年度までは１２月，１月，

３月の３回を加えた年7回 2008年度以降は再び春季（５
月）夏季（主に８月）秋季（主に１１月）冬季（２月）
の年４回実施した。

　エクマンバージ型採泥器（採泥面積 0.0225㎡）を用い
て表層泥を 1回採取し，表層から約５㎝のものをポリ容
器に入れ密封し実験室へ持ち帰った。なお，底質が固い
など採取が困難な地点では SKドレッジ（2.5 L）も使用
した。
　底泥の試料は，粒径２㎜以上の貝殻等を除いた後よく
攪拌して，原則として当日のうちに分析した。当日分析
できなかった項目は，容器を密閉して冷蔵もしくは冷凍
保存し，後日分析した。

　分析項目は，中央粒径値（以下，「Mdφ」という），
泥分含有率（以下，「MC」という），酸揮発性硫化物（以
下，「AVS」という），化学的酸素要求量（以下，「COD」
という）および強熱減量（以下，「IL」という）の５項
目とした。各項目の分析方法は以下のとおりである。

　調査地点
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　観測日及び観測項目等一覧

　なお，Mdφは 1989 年度以降，MC は 1993 年度以降
に分析項目として追加した。

　粒度組成は篩い法（1，0.5，0.25，0.125，0.063㎜の５
種類の篩い）と粒度（粒子径）分布測定装置（株式会社 
島津製作所製 SA-CP3L［1988 ～ 2006 年度］，同 SALD-
3100［2006 ～ 2016 年度］，株式会社 堀場製作所製 LA-
350［2017 年度］）による測定の併用とした。

　篩い法（上記，「（1）Mdφ」と同じ）によった。

　ガス検知管法 4）によった。

　アルカリ性過マンガン酸カリウム法 4）によった。

　貝殻の影響を考慮して 550℃・１時間で行った。
　IL に対する陸水の影響を見るため , 筑後大堰直下流量
日平均値データ（（独）水資源機構筑後川局大堰管理所

提供分および国土交通省九州地方整備局ホームページ公
表分；以下「大堰直下流量」とする）, 有明海湾奥部に
流入する河川の上流に位置する気象庁観測所における降
水量（気象庁ホームページ公開分；以下「観測所降水量」
とする）との関係をみた。

　底質の評価に関して，AVS および CODについては，
水産用水基準 3）における基準値を用いた。また , 易分解
性有機物（プランクトンの死骸等）の指標である COD
値と難分解性有機物（魚の皮鱗，骨のリン酸カルシウム
を主体とする無機物等）の指標であるＩＬ値との比で自
浄能力を表す指標である C/I 値５）についてもその推移
をみた。
　さらに , 海水の交換が制限され，有機物の負荷量が多
く，夏季に成層が発達し易い閉鎖性海域の有機物汚染の
程度を評価する際に用いられる合成指標③３）合成指標
④３）についても，次の 2式により算出し，底質の評価
に用いた。
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　③MC，AVSおよび CODから求める合成指標（以下
「合成指標③」という）
合成指標③＝ 0.582(COD-20.9)/15.4 ＋
0.568 × (AVS-0.51)/0.60 ＋ 0.580(MC-64.9)/30.5
　④MC，AVSおよびＩＬから求める合成指標（以下「合
成指標④」という）
合成指標④式＝ 0.588(IL-7.99)/4.52 ＋
0.559 × (AVS-0.51)/0.60 ＋ 0.584(MC-64.9)/30.5
　なお，上記の式より求められた指標値を表 2により判
定した。

　図 2に地点別経月変化，図 3に地点別月別変化，図 4
に年別四半期別水平分布を示した。
　1989 年 5 月～ 2018 年 2 月のMdφは，St.1 が 1.50 ～
4.81〔2.30〕で大きな変動がほとんどなく推移していた。
St.2 が 1.07 ～ 7.73〔5.09〕で 2005 年 2 月頃まで大きく
変動しながら推移していたが，2005 年 5 月以降は 5 か
ら 6 台で推移していた。St.3 が 1.12 ～ 5.22〔2.25〕で大
きな変動がほとんどなく推移していた。St.4が3.27～7.62
〔5.10〕で，2005 年 5 月頃以降細粒化傾向となり，2015
年 5 月以降は 5から 6台で推移していた。St.5 が 5.07 ～
8.43〔6.96〕，St.6 が 5.03 ～ 8.59〔6.87〕，St.7 が 4.95 ～ 8.59
〔6.53〕であり，2005 年 2 月頃までは殆ど 7台で推移し
ていたが，2005 年 5 月以降は粗粒化傾向となり，ほぼ
6台で推移していた。St.8 が 2.97 ～ 8.08〔6.84〕，St.9 が
2.32 ～ 8.00〔6.84〕，St.10 が 4.96 ～ 8.06〔6.96〕であり，
2005 年 2 月頃までは 7 台で殆ど推移していたが，2005
年 5 月以降は 7 より低くなることが多くなりとなり，
2011 年 9 月以降はほぼ 6台で推移していた。地点別月
別変化では，St.2 および St.4 で 8 月および 12 月で低く
なる傾向がみられた。年別四半期別水平分布では，2013
年および 2017 年で 2009 年まであった 7の等粒線がみら
れなかった。
　以上のとおり，St.1 および St.3 はＭｄφ 2～ 3台の細
粒砂質（表 3，以下同じ）から極細粒砂質，St.2 付近は
Ｍｄφ 1～ 7 と中粒砂質から極細粒シルト質が混在と
鎌田 6)・鎌田ら 7）の報告（以下，「同報告」という）と

同様であった。St.4 はＭｄφ 3～ 7の細粒砂質～極細粒
シルト質と同報告の範囲内で変動はしていたが，2005
年 5 月以降細粒化傾向がみられていた。一方，St.5 から
Ｓｔ .10 は 2005 年 2 月頃までは同報告と同様にＭｄφ
7台の極細粒シルト質で殆ど推移していたが，2005 年 5
月以降は粗粒化傾向となり，2011 年 9 月以降はＭｄφ 7
台が消え，Ｍｄφ 5～ 6の中粒シルト質から細粒シルト
質で推移していた。

　図 5に地点別経月変化，図 6に地点別月別変化，図 7
に 1980 年度および 1989 年度から 2018 年度までの数年
間隔年毎の年別四半期 (5,8,11,2 月以下同じ ) 別水平分布
を示した。
　1993 年 5 月 ～ 2018 年 2 月 の Ｍ C は，St.1 が 1.50
～ 55.20％〔14.99％〕で変動しながら推移していた
が，2013 年 12 月以降 10％を下回ることが殆どなかっ
た。St.2 が 3.78 ～ 99.40％〔72.63％〕で 2005 年 2 月頃
まで大きく変動しながら推移していたが，2005 年 5 月
以降は 70％以上で推移していた。St.3 が 0.13 ～ 43.98％
〔13.34％〕で 2007 年 2 月以降 30％を超えることが散見
されるようになった。St.4が22.64～94.52％〔62.11％〕で，
2005 年 5 月頃以降上昇傾向となり，2015 年 5 月以降は
80％以上で推移した。St.5 が 69.38 ～ 100.00％〔97.50％〕，
St.6 が 54.67 ～ 99.90 ％〔96.65 ％〕，St.7 が 63.63 ～
99.90％〔92.12％〕，St.8 が 40.03 ～ 100.00％〔95.36％〕，
St.9 が 26.88 ～ 100.00 ％〔91.59 ％〕，St.10 が 74.99 ～
99.95％〔96.23％〕であり，St.9 の 1993 年 1997 年まで

合成指標を基にした判定基準

 粒度分類表［Wentworth(1922）］
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　Ｍｄφの地点別経時変化
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　地点別月別度数分布図（Ｍｄφ）



71

　地点別月別度数分布図（Ｍｄφ）
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　ＭCの地点別経時変化
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　地点別月別度数分布図（MC）
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　地点別月別度数分布図（MC）
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変動が大きかったが，それ以外のほとんどが 90％以上
で推移していた。MCは Ｍｄφの上昇が確認された
St.4 はもちろんのこと，Ｍｄφに殆ど変化がみられな
かった St.1 および St.3 でも，2005 年 5 月頃からMCの
増加がみられていた。地点別月別変化では St.1 から St.4
で 8 月および 12 月で低くなる傾向がみられた。年別四
半期別水平分布では，2001 年まで St.5 から S ｔ .7 のあ
たりにあった 90％の当率線が，2009 年頃から徐々に東
へ移動傾向となり 2017 年には St.4 付近となっていた。

　図 8 に地点別経月変化，図 9 に地点別月別変化，図
10 に 1980 年度および 1989 年度から 2018 年度までの数
年間隔年毎の年別四半期別水平分布を示した。1980 年
5 月～ 2018 年 2 月において，St.1 は 0.000 ～ 0.355mg/
g dry mud （以下，mg/g と省略）〔0.019mg/g；平均値，
以下同じ〕で ほとんどが環境基準値 0.2mg/g3)（以下「環
境基準」という）をかなり下回って推移していた。St.2
は 0.000 ～ 1.038mg/g〔0.337mg/g〕で，変動が大きい
推移をしていたが，2007 年 11 月頃から環境基準を下回
らなくなった。St.3 は 0.000 ～ 0.261mg/g〔0.021mg/g〕
で，ほぼ St.1 と同様の推移をしていた。St.4 は 003 ～
0.586mg/g〔0.070mg/g〕で，環境基準をかなり下回っ
て推移していたが，2012年5月頃から上昇傾向であった。
St.5 は 0.012 ～ 1.198mg/g〔0.326mg/g〕で変動が大き
かったが，2006 年 8 月頃から上昇傾向であった。St.6
は 0.010 ～ 1.202mg/g〔0.298mg/g〕で変動が大きかっ
たが，2007 年 5 月頃から上昇傾向であった。St.7 は
0.020 ～ 0.893mg/g〔0.254mg/g〕で変動が大きかったが，
2007 年 8 月頃から上昇傾向であった。St.8 は 0.009 ～
1.899mg/g〔0.447mg/g〕で変動が大きかったが，2007
年9月頃から上昇傾向であった。St.9は 0.002～3.070mg/
g〔0.394mg/g〕で変動が大きかったが，2007 年 9 月
頃から上昇傾向であった。St.10 が 0.010 ～ 2.522mg/g
〔0.518mg/g〕で変動が大きかったが，2006 年 8 月頃か
ら上昇傾向であった。地点別月別では，5月より 8 月，
8 月より 11 月以降が高い傾向にあった。年別四半期別
水平分布では，St.5 および St.10 が高い傾向にあり，11
月が等濃度線の間隔が密になる傾向がみられていたが，
2009 年あたりから全月でその傾向が強かった。

　図 11 に地点別経月変化，図 12 に地点別月別変化，図
13 に年別四半期別水平分布を示した。
　1980 年 5 月～ 2018 年 2 月において，St.1 は 0.00 ～
13.19mg/g dry mud （以下，mg/g と省略）〔3.32mg/g；

平均値，以下同じ〕で環境基準値 20mg/g3)（以下「環
境基準」という）を下回って推移していたが，2005 年
5 月頃から上昇傾向であった。St.2 は 0.70 ～ 44.62mg/
g〔18.25mg/g〕で環境基準を下回って推移していた
が，2005 年 3 月頃から上昇傾向であった。St.3 は 0.00
～ 15.57mg/g〔2.63 mg/g〕で環境基準を下回って推移
していたが，2005 年 5 月頃から上昇傾向であった。St.4
は 2.96 ～ 21.72 mg/g〔12.08mg/g〕　で環境基準を殆ど
下回って推移し，2007 年 8 月頃までが上昇傾向であっ
たが，それ以降は減少傾向であった。St.5 が 7.30 ～
33.81 mg/g〔19.63 mg/g〕，St.6 が 7.25 ～ 35.19mg/g
〔20.14mg/g〕，St.7 が 6.71 ～ 28.67mg/g〔17.52mg/g〕，
St.8 が 7.38 ～ 39.93mg/g〔20.19mg/g〕，St.9 が 7.03 ～
36.23mg/g〔19.95mg/g〕，St.10 が 7.09 ～ 49.99mg/g
〔21.00mg/g〕で，全ての定点で 2000 年 11 月頃から上
昇し環境基準を超えることが多くなったが，2009 年 11
月頃から減少し，殆どが環境基準を下回るようになっ
た。地点別月別では，11 月から 1月が高く，中でも 12
月が最も高い傾向にあった。年別四半期別水平分布では，
St.5，St.6，St.8，St.9 および St.10 が 20 mg/g を超える
ことが多かった，そのうち，St.8，St.9 もしくは St.10
のいずれが最も高くなる傾向にあり，中でも St.10 の頻
度が高かった。
　調査海域においては，2009 年以降ＣＯＤが減少傾向
のあり，かつ環境基準を下回っていることから当該海域
の底質環境での易分解性有機物分解能には問題ないと推
定された。

　図 14 に地点別経月変化，図 15 に地点別月別変化，図
16 に年別四半期別水平分布を示した。表 4に、IL と大
堰直下流量，観測所降水量との関係を示した。
　1980 年 5 月～ 2018 年 2 月のＩＬは，St.1 が 1.33 ～
9.69％〔3.367％〕，St.2 が 1.72 ～ 16.08％〔9.24％〕，St.3
が 1.29 ～ 8.41％〔3.12％〕，St.4 が 2.36 ～ 13.17％〔7.20％〕，
St.5 が 8.48 ～ 22.07％〔12.08％〕，St.6 が 8.51 ～ 21.32％
〔12.19％〕，St.7 が 6.04 ～ 17.50％〔11.09％〕，St.8 が 5.32
～ 18.45％〔11.37％〕，St.9 が 3.79 ～ 27.50％〔12.00％〕，
St.10 が 4.56 ～ 21.62％〔11.81％〕であった。2005 年 5
月頃までは減少もしくは横這い傾向であったが，それ以
降は上昇傾向となり，2009 年 8 月以降はそれが顕著に
なっていた。地点別月別では，St.1 および St.3 で 3 月，
St.2 で 5 月，St.4 で 11 月，St.5 から St.10 で 8 月がもっ
とも高かった。年別四半期別水平分布では，St.5 から
St.10 で 10％以上となることが多く，2006 年度から St.1
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　AVSの地点別経時変化
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　地点別月別度数分布図（AVS）
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　地点別月別度数分布図（AVS）
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　CODの地点別経時変化
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　地点別月別度数分布図（COD）
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　地点別月別度数分布図（COD）
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94

　ILの地点別経時変化



95

　地点別月別度数分布図（IL）
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　地点別月別度数分布図（IL）
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でも 10％以上となっていた。
　IL と大堰直下流量，観測所降水量との関係では、Sｔ．
１，St.3 および st.9 以外の 7定点で観測所降水量と弱い
相関 5) が確認され St.2，St.4 および St. ７が調査日前 5ヶ
月間平均と，St.5，St.6，St.8 および St.10 が調査日前 2ヶ
月間平均と相関係数が高かった（表 4）。このように観
測所降水量との間に相関が確認されたことより，調査海
域における難分解性有機物は，陸水起源物質が多いと推
測された。

　ＩＬと流量・降水量の相関

各底質項目の相関マトリックス
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　各分析項目の関係について，表 5に各項目間の単相関
（上段）および両対数相関（下段）を示した。また，図
17 にＭｄφ，ＭＣ，AVS，ＣＯＤおよび IL の相互関係
を示した。なお，すべての項目間において，危険率１％
で有意であった。

ＭｄφとＭＣとでは，単相関の相関係数が 0.955，両
対数相関の相関係数が 0.927 と，ともに極めて強い相関
8）が確認された。単相関の相関係数が両対数相関のもの
より高かった。相互関係では，Ｍｄφ 6 以下かつＭＣ
90％以下の範囲で収束傾向が強かったが，それ以外の範
囲では分散傾向が強かった。全体的には直線関係（Excel
による近似式；以下同じ）が強かった。

ＭｄφとAVS では，単相関の相関係数が 0.535，両
対数相関の相関係数が 0.764 と，両対数相関で強い相関
8) が確認された。両対数相関の相関係数が単相関のもの
より高かった。相互関係では，Ｍｄφ 5付近を境に，そ
れより下では収束傾向が強かったが，それより上では分
散傾向が強かった。Ｍｄφ 5付近から上ではAVS が蓄
積・増加する傾向にあった。全体的には累乗曲線関係が
強かった。

ＭｄφとＣＯＤでは，単相関の相関係数が 0.784，両
対数相関の相関係数が 0.850 と，ともに強い相関 8) が確
認された。両対数相関の相関係数が単相関のものより高
かった。相互関係では分散傾向が強く Ｍｄφ 5より上
でその傾向がさらに強く CODが蓄積・増加する傾向
にあった。全体的には対数曲線関係が強かった。

Ｍｄφと IL では，単相関の相関係数が 0.821，両対数
相関の相関係数が 0.894 と，ともに極めて強い相関 8) が
確認された。両対数相関の相関係数が単相関のものより
高かった。相互関係では，上記「（３）」と同様に分散傾
向が強く，Ｍｄφ 5より上でその傾向がさらに強く Ｉ
Ｌが蓄積・増加する傾向にあった。全体的には累乗曲線
関係が強かった。

ＭＣとAVS では，単相関の相関係数が 0.583，両対
数相関の相関係数が 0.793 と，両対数相関で強い相関 8)

が確認された。相互関係ではＭＣ 65％付近を境にそれ
より下では収束傾向が強かったが，それより上では分散
傾向が強く AVS が蓄積・増加する傾向にあった。全

体的には指数曲線関係が強かった。

ＭＣとＣＯＤでは，単相関の相関係数が 0.826，両対
数相関の相関係数が 0.896 と，ともに強い相関 8) が確認
された。両対数相関の相関係数が単相関のものより高
かった。相互関係では，ＭＣ 25％あたりを境にそれよ
り下では収束傾向が強かったが，それより上では分散
傾向が強く，ＭＣ 80％以上ではその傾向が非常に強く
CODが蓄積・増加する傾向にあった。全体的には累乗
曲線関係が強かった。

ＭＣと IL では，単相関の相関係数が 0.881 と強い相
関が確認され，両対数相関の相関係数が 0.911 と，極め
て強い相関 8) が確認された。相互関係では，上記「（6）」
と同様に，ＭＣ 25％あたりを境にそれより下では収束
傾向が強かったが，それより上では分散傾向が強く，Ｉ
Ｌが蓄積・増加する傾向にあった。さらに ＭＣ 80％
以上ではその傾向が非常に強かった。全体的には指数曲
線関係が強かった。

ＡＶＳとＣＯＤでは，単相関の相関係数が 0.554，両
対数相関の相関係数が 0.737 と 両対数相関で強い相関 8)

が確認された。相互関係では，COD7.0㎎ /g 付近を境に
それより下では収束傾向が強かったが それより上では
分散傾向が強く AVSが蓄積・増加する傾向にあった。
全体的には累乗曲線関係が強かった。

ＡＶＳと IL では，単相関の相関係数が 0.504，両対数
相関の相関係数が 0.756 と，両対数相関で強い相関 8) が
確認された。相互関係では，IL7.5％あたりを境に，そ
れより下では収束傾向が強かったが，それより上では
分散傾向が強く AVSが蓄積・増加する傾向にあった。
全体的には累乗曲線関係が強かった。

ＣＯＤと IL では，単相関の相関係数が 0.727，両対数
相関の相関係数が 0.854 と ともに強い相関 8) が確認さ
れた。両対数相関の相関係数が単相関のものより高かっ
た。相互関係では，C/I=2 ラインの下部での分布割合が
高かった。全体的には累乗曲線関係が強かった。C/I の
地点別経時変化（図 18）では，2000 年 11 月頃から C/
I が 2 を超える定点が増えていたが，2009 年 8 ～ 9 月頃
から C/I=2 を下回るようになり，2014 年 8 月頃から C/
I=1 前後で推移する定点が増えていた。これは、調査海
域のCODが減少傾向にある一方で IL が上昇傾向にあ
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るためと推測され 調査海域の自浄作用 5）が高いこと
が示唆された。

図 19 に地点別経時変化を，図 20 に合成指標③と合成
指標③算出に用いた底質項目との相互関係を示した。図
21 に合成指標④の地点別経時変化を，図 22 に合成指標
④と合成指標④算出に用いた底質項目との相互関係を示
した。表 6に各合成指標とそれぞれの合成指標の算出の
基となった底質項目間の単相関と，底質項目のみを対数
変換した片対数相関の相関係数を示した。すべての項目
間において，危険率１％で有意であった。

　地点別経時変化については，St.1 および St.3 が合成指
標「-2」付近を横這いで推移した。St.2 が 2005 年 2 月
頃まで大きく変動しながら推移していたが，2005 年 5
月以降は合成指標「0」以上で推移していた。St.4 が合
成指標「-1 ～ 0」を横這いで推移したが，2005 年 5 月頃
以降上昇傾向となり 2015 年 5 月以降は合成指標「0」付
近で推移していた。St.5 から St.10 は概ね合成指標「0
～ +1」を横這いで推移した。全定点において，8月よ
り他月の合成指標が高くなることが多々あった。
合成指標③と合成指標③の算出の基となった底質項目
との相関については，合成指標③とMCで，単相関お
よび片対数相関ともに極めて強い相関 8) がみられたが，
単相関の方が高く，両者には直線関係が強かった。合成
指標③とＡＶＳで，単相関および片対数相関ともに強い
相関 8) がみられたが，片対数相関の方が高く，両者には
指数曲線関係が強かった。合成指標③とＣＯＤで，単相
関に極めて強い相関がみられ，片対数相関に強い相関が
みられ，両者には直線関係が強かった。また MC90％

以上の場合はすべて「0」を上回っており MC90％を
超えている調査海域の定点はすべて「0」以上となる傾
向にあった。ただし 調査海域を起因した貧酸素水塊の
発生はこれまで確認されていない。

地点別経時変化については，St.1 および St.3 が合成指
標「-2 ～ -1」を横這いで推移していたが，2005 年 8 月
以降は上昇傾向であった。St.2 が 2005 年 2 月頃まで大
きく変動しながら推移していたが，2005 年 5 月以降は
合成指標「0」以上で推移していた。St.4 が合成指標「-1
～ 0」を横這いで推移したが，2014 年 8 月頃から合成指
標「0」以上で推移していた。St.5 から St.10 は概ね合成
指標「0～ +2」を横這いで推移し，2005 年 8 月以降は
上昇傾向であった。全定点において，8月より他月の合
成指標が高くなることが多々あった。
合成指標④と合成指標④の算出の基となった底質項目

との相関については，合成指標④とMCで，単相関お
よび片対数相関ともに極めて強い相関 8) がみられたが，
単相関の方が高く，両者には直線関係が強かった。合成
指標④とＡＶＳで，単相関および片対数相関ともに強い
相関 8) がみられたが，片対数相関の方が高く，両者には
指数曲線関係が強かった。合成指標④とＩＬで，単相
関および片対数相関ともに極めて強い相関 8) がみられた
が，片対数相関の方が高く，両者には多項曲線関係が強
かった。
また、合成指標③と同様に MC90％以上の場合はす
べて「0」を上回っており MC90％を超えている調査
海域の定点はすべて「0」以上となる傾向にあった。た
だし 調査海域を起因した貧酸素水塊の発生はこれまで
確認されていない。



103

　各項目間の相互関係
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　各項目間の相互関係
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　各項目間の相互関係
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　各C/Iの地点別経時変化
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　合成指標③の地点別経時変化（グラフ中の「○」は８月を表している。）



108

　合成指標③と各底質項目の関係
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　合成指標④の地点別経時変化（グラフ中の「○」は８月を表している。）
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　合成指標④と各要素の関係
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　合成指標と算出底質項目間の相関マトリックス
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